
別紙-７ 

 

ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））試行要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、奈良県県土マネジメント部が発注する土木工事において、「ＩＣＴ活用工事（舗装

工（修繕工））」を試行するために、必要な事項を定めたものである。 

 

２ ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工）） 

２-１ 概要 

ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））とは、施工プロセス全ての段階において、以下に示す

ＩＣＴ施工技術を全面的に活用する工事である。 

また、次の①～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することをＩＣＴ活用工事（舗装

工（修繕工））とする。なお、「ＩＣＴ舗装工（修繕工）」という略称を用いることがある。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データ作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工（施工管理システム）（選択） 

④ ３次元出来形管理等の施工管理（選択） 

⑤ ３次元データの納品 

 

２-２ ＩＣＴ施工技術の具体的内容 

ＩＣＴ施工技術の具体的内容については、次の①～⑤及び表－１によるものとする。 

① ３次元起工測量 

起工測量において、交通規制を削減し３次元測量データを取得するため、下記１）～４）

から選択（複数以上可）して測量を行うものとする。 

起工測量にあたっては、施工現場の環境条件により、管理断面及び変化点の計測または面

的な計測による測量を選択するものとし、ＩＣＴ活用とする。 

１）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 

２）ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 

３）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

４）その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

② ３次元設計データ作成 

２－２①で計測した測量データ等と、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出

来形管理を行うための３次元設計データを作成する。 

③ ＩＣＴ建設機械による施工（施工管理システム）（選択） 

２－２②で作成した３次元設計データを用い、下記１）に示す施工管理システムを搭載

した建設機械を用いた施工を実施又は従来型建設機械による施工が選択できる。 

１） ３次元位置を用いた施工管理システム 

④ ３次元出来形管理等の施工管理（選択） 

ＩＣＴ舗装工（修繕工）の施工管理において、施工管理システムを搭載した建設機械を

用いた施工を選択した場合下記に示す方法により施工管理を実施、従来型建設機械によ



る施工を選択した場合は従来手法による施工管理を実施する。 

（１） 出来形管理 

路面切削作業の施工管理において、下記に示す方法により出来形管理をする。 

１）施工履歴データを用いた出来形管理 

⑤ ３次元データの納品 

２－２①②による３次元データ等及び④において施工を選択した場合、３次元施工管

理データを、工事完成図書として電子納品する。 

 

 

≪表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２-３ ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））の対象工事 

ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））の対象工事は下記（１）かつ（２）に該当する工事とする。

ただし、下記（３）に該当する工事を除く。 

（１） 対象工事 

原則として、3,000㎡以上の舗装工を含む工事を対象とする。ただし、これ以外

の工事において受注者からＩＣＴ活用について希望があった場合はこの限りで

ない。 

 

（２） 対象工種・種別 

ＩＣＴ活用工事の対象は、工事工種体系ツリーにおける下記の工種とする。 

≪表－２ ＩＣＴ活用工事の対象工種種別≫ 

工事種別 工 種 種 別 

・道路維持 

・道路修繕 

・橋梁保全工事 

舗装工 切削オーバーレイ工 

路面切削工 

 

（３） 適用対象外 

従来施工において、土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適

用しない工事は適用対象外とする。 

 

３ ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））の実施方法 

３-１ 発注方法 

ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））の発注は、施工者希望Ⅱ型とする。 

 

３-２ 発注における入札公告等 

入札公告時、特記仕様書等の記載例については、別添－１のとおりとする。なお、記載例にな

いものについては、別途作成するものとする。 

 

４ ＩＣＴ活用工事実施の推進のための措置 

４-１ 工事成績評定における措置 

起工測量から電子納品までの全ての段階で ICT を活用した場合は、主任監督員の「創意工夫」

における「ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報化施工を取り入れた工事。」において評価する

ものとする。 

 

５ ＩＣＴ活用工事の導入における留意点 

受注者が円滑にＩＣＴ活用施工を導入し、ＩＣＴ施工技術を活用できる環境整備として、以下

を実施するものとする。 

 

５-１ 施工管理、監督・検査の対応 

ＩＣＴ活用施工を実施するにあたって、別途発出されている施工管理要領、監督検査要領（表



１【要領一覧】）に則り、監督・検査を実施するものとする。 

監督職員及び検査職員は、活用効果に関する調査等のために別途費用を計上して二重管理を実

施する場合を除いて、受注者に従来手法との二重管理を求めない。 

 

５-２ ３次元設計データ等の貸与 

（１） ＩＣＴ活用工事の導入初期段階においては、従来基準による２次元の設計データにより発

注することになるが、この場合、発注者は契約後の施工協議において「３次元起工測量」

及び「３次元設計データ作成」を受注者に実施させ、これにかかる経費を工事費にて当該

工事で変更計上するものとする。 

（２） 発注者は、詳細設計において、ＩＣＴ活用施工に必要な３次元設計データを作成した場合

は、受注者に貸与するほか、ＩＣＴ活用施工を実施するうえで有効と考えられる詳細設計

等において作成した成果品と関連工事の完成図書は、積極的に受注者に貸与するものとす

る。 

なお、貸与する３次元設計データに３次元測量データ（グラウンドデータ）を含まない

場合、発注者は契約後の施工協議において「３次元起工測量」及び「貸与する３次元設計

データと３次元起工測量データの合成」を受注者に実施させ、これにかかる経費は工事費

にて当該工事で変更計上するものとする。 

 

５-３ 工事の積算 

発注者は、発注に際して土木工事標準積算基準（従来施工の基準）に基づく積算を行い、発注

するものとするが、契約後の協議において受注者からの提案によりＩＣＴ活用施工を実施する場

合、ＩＣＴ活用施工を実施する項目については、各段階を設計変更の対象とし、「ＩＣＴ活用工事

（舗装工（修繕工））積算要領」に基づき積算するものとする。 

施工者から、３次元ＭＣ路面切削機の活用について提案された場合、当面のあいだ通常型機械

として「ＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））積算要領」に基づき積算する。なお、施工管理シス

テムを搭載している場合は該当する内容を計上する。 

また、現行基準による２次元の設計ストック等によりＩＣＴ活用工事を発注する場合、受注者

に３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するとともに、３次元起工測量経費及び３次

元設計データ作成の費用及び外注経費等の費用の計上方法については奈良県で定めた単価または

「土木工事標準積算基準（奈良県県土マネジメント部）」によるものとし、設計変更の対象とする。 

 

５-４ 現場見学会・講習会の実施 

受注者は、発注者から指示があった場合は、ICT 活用工事の推進を目的とした現場見学会・講

習会を実施するものとする。 

 

５-５ アンケートへの協力 

受注者は、工事完成後 14 日以内に「ICT 活用工事の実施におけるアンケート調査」を提出する

ものとする。 

 

 



６ 疑義について 

本試行要領によるＩＣＴ活用工事（舗装工（修繕工））の施工にあたり疑義が生じた場合は、受

発注者が協議した上で対応するものとする。 

 



 

ICT活用工事（舗装工（修繕工））特記仕様書（記載例） 
第○○条 ＩＣＴ活用工事について 

 １．ＩＣＴ活用工事 

本工事は、国土交通省が提唱する i-Construction に基づき、ＩＣＴの全面的活用を図る

ため、受注者の提案・協議により、起工測量、設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及

び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類について３次元データを活用するＩＣＴ活用

工事の対象工事である。 

２．定義 

（１）i-Construction とは、ＩＣＴの全面的な活用、規格の標準化、施工時期の平準化等の施

策を建設現場に導入することによって、建設現場のプロセス全体の最適化を図る取り組みで

ある。本工事では、施工者の希望により、その実現に向けてＩＣＴを活用した工事（ＩＣＴ

活用工事）を実施するものとする。 

（２）ＩＣＴ活用工事とは、建設生産プロセスの以下の①から⑤の段階において、ＩＣＴを活用

する工事である。 

   対象は切削オーバーレイ工事とする。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データ作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工（施工管理システム）（選択） 

④ ３次元出来形管理等の施工管理（選択） 

⑤ ３次元データの納品  

３．受注者は、ＩＣＴ活用施工を行う希望がある場合、契約後、施工計画書の提出（施工数量や

現場条件の変更による、変更施工計画書の提出を含む）までに監督職員へ提案・協議を行い、

協議が整った場合に下記４～９によりＩＣＴ活用施工を行うことができる。 

４．原則、本工事においては上記①～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することとし法面

工等の施工範囲の全てで適用することとし、具体的な工事内容及び対象範囲を監督職員と協議

するものとする。なお、実施内容等については施工計画書に記載するものとする。 

５．ＩＣＴを用い、以下の施工を実施する。 

①  ３次元起工測量 

受注者は、３次元測量データを取得するため、下記１）～４）から選択（複数以上可）して測

量を行うものとする。 

起工測量は、施工現場の環境条件により、管理断面及び変化点の計測または面的な計測による

測量を選択するものとし、ＩＣＴ活用とする。なお、監督職員と協議する 

１） 地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 

２） ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 

３） 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

４） その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

②  ３次元設計データ作成 

受注者は、設計図書や①で得られた測量データと、発注者が貸与する発注図データを用い

て、施工指示に用いる切削計画を作成する。また、３次元出来形管理を行う場合は３次元設

計データを作成する。 

 

別添－１ 



 

③ ＩＣＴ建設機械による施工（施工管理システム）（選択） 

 ５．②で作成した３次元設計データを用い、下記１）に示す施工管理システムを搭載した

建設機械を用いた施工又は従来型建設機械による施工が選択できる。 

切削指示値等に積極的に 3 次元設計データ等を活用するものとする。 

１）３次元位置を用いた施工管理システム 

施工中の路面切削機の作業装置位置及び切削深さ（高さ）をリアルタイムに計測・記録

する機能を有するＩＣＴ建設機械。 

切削深さの計測・記録方法としては、外部計測機による切削装置の計測の他切削装置に

表示される指示値を取得する方法などがある。 

④ ３次元出来形管理等の施工管理（選択） 

５．③で、施工管理システムを搭載した建設機械を用いた施工を選択した場合下記に示す

方法により施工管理を実施、従来型建設機械による施工を選択した場合は従来手法による施

工管理を選択できる。 

１） 施工履歴データを用いた出来形管理 

２） 地上写真測量を用いた出来形管理 

⑤ ３次元データの納品 

①②④により確認された３次元施工管理データ等を、工事完成図書として電子納品する。  

６．上記５．①～⑤の施工を実施するために使用するＩＣＴ機器類は、受注者が調達すること。ま

た、施工に必要なＩＣＴ活用施工用データは、受注者が作成するものとする。使用するアプリ

ケーション・ソフト、ファイル形式については、事前に監督職員と協議するものとする。 

発注者は、３次元設計データの作成に必要な詳細設計において作成したＣＡＤデータを受注

者に貸与する。また、ＩＣＴ活用施工を実施する上で有効と考えられる詳細設計等において作

成した成果品と関連工事の完成図書は、施工区間の前後を含め必要な範囲を積極的に受注者に

貸与するものとする。 

７．上記５．①～⑤で使用するＩＣＴ機器に入力した３次元設計データを監督職員に提出すること。 

８．土木工事施工管理基準（案）に基づく出来形管理が行われていない箇所で、出来形測量により

形状が計測出来る場合は、出来形数量は出来形測量に基づき算出した結果とする。 

９．受注者は、アンケート調査に協力すること。なお、調査票については別途指示するものとする。 

１０．本特記仕様書に疑義を生じた場合または記載のない事項については、監督職員と協議するも

のとする。 

 

第○○条 ＩＣＴ活用工事における適用（用語の定義）について 

１．図面 

図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更または追加された設計図、工

事完成図、３次元モデルを復元可能なデータ（以下「３次元データ」という。）等をいう。 

なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した図面及び受注者が提出し、監督職員が書

面により承諾した図面を含むものとする。 

 

第○○条 ＩＣＴ活用工事の費用について 

１ 受注者が、契約後、施工計画書の提出（施工数量や現場条件の変更による、変更施工計画書の

提出を含む）までにＩＣＴ活用の具体的な工事内容及び対象範囲について発注者へ提案・協議を

行い、協議が整った場合、ＩＣＴ活用施工を実施する項目については、各段階を設計変更の対象



 

とし、「ＩＣＴ活用工事（舗装（修繕工））積算要領」により計上することとする。 

ただし、監督職員の指示に基づき、３次元起工測量を実施するとともに３次元設計データの作

成を行った場合は、奈良県で定めた単価により費用を計上するものとする。 

２ 施工合理化調査を実施する場合はこれに協力すること。 

 


